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第１項 アンドーヴァー (The Andover Union) 事件と1847年の
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（１）1852年 9 月の「クロイドン (Croydon) 事件」(腸チフス性
熱病の発生）




























































(１) 当初, 拙稿「1834年の救貧法改革と1848年の公衆衛生改革 エドウィン・チャドウィッ
クを通じて」関西学院大学法政学会『法と政治』第30巻 3 ･ 4 合併号では二元論に関心が
あった。関西学院大学法政学会『法と政治』を以降『法と政治』と略記する。
(２) この論争の意義については, 井上洋「『十九世紀イギリス行政革命』論争に関する一




『十九世紀行政革命論争』を手掛かりに」『法と政治』第40巻 3 号1989年 9 月でも意
義につき論じた。
(３) 望田幸男他編『西洋近現代史研究入門』第３版 名古屋大学出版会 2006年25頁
(４) 金子勝 ｢『自由主義』的行財政改革の形成｣（一）『社会科学研究』34巻 2・3 号 P.
7～12.
(５) 1830年代のウイッグ, トーリーそして急進派については, 種々の議論を検討した小川
晃一『英国自由主義体制の形成』木鐸社 1992年と君塚直隆『イギリス二大政党制への道』
有斐閣 1998年を参考に, この時期のウイッグとトーリーは, 共に組織的統合性を維持す
るには常に緊張関係を内包した党派で, とはいえ動揺する体制を改革を通じて, 補強・再
編すべきとの課題を共有する, しかも双方この課題を巡っては相互依存関係にある党派と




資本家・製造業者の経済力を認識し, その要求を政治に組み入れようとし, また, 労働者
階級の状況改善に関心を示した｣,「彼らは進歩的思想や政治経済学を学び, それを実践し
ようと考えたが, 宗教的には国教主義であり, 地主党派性は維持していた」などと語られ
る, いわゆる地主貴族的, 漸進主義的党派であるとし, ウイッグは, トーリーとともに伝
統的支配層を形成していると考える。この党派に対し, 政治的改革を急進的に進める党派
としてラディカル (Radicals) があるが, 本稿では, Ｅ.チャドウィックをベンサム主義者
など哲学的急進派を含む改革派（国教会からでた非国教徒のメソディストを含む）と捉え,
ウイッグにとっては内部批判者ないしパトロネージの関係者と考える。J. Parry, The Rise
and Fall of Liberal Government in Victorian Britain, 1993, pp. 120, 113217. 竹内幸雄『自
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第２節 「問題の提起」
さて, 後述することとなるが, 自由主義的諸改革の一環として, しかも救貧
法改革と密接に関連する公衆衛生改革において, 1848年の公衆衛生法は, 5 年
の時限立法で, 53年に, その更改を迎えることとなった。議会での1848年公衆
衛生法の更改に関する議論は, 中央衛生委員会の独立性を巡る, 組織的, 人事
的側面での問題性が注目され, 特に中央衛生委員会の主要な委員であるエドウ
イン・チャドウィック (Edwin Chadwick) の行動批判に向けられた。公衆衛生
法の実施を巡り, 何かと問題視されていたのであるが, 中央衛生委員会 (The
General Board of Health) に対する支援と理解を示していた内務大臣の
(６)
パーマ







結局のところ, 1854年の公衆衛生法により, 中央衛生庁 (The General Board


















































したがって, この改組は, 改革実施方式の転換ではあるが, 以下のように,
「自由主義的諸改革」の有する複合的意義を明らかにする契機となったと考え
る。
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に代表される「専門職業的公務員」
(14)















































(６) 1852年の選挙で Lib. 323, Con. 331 となり, 55年迄アバディーン（1846年の穀物法廃
止を巡り, ピールの廃止の方針を支持したピール派, 50年のピールの死後から同派の指導
者）が, ピール派（47年の選挙時では保守党327の内100名ほど [Chris Cook & Brendan
Keith, British Historical Facts 18301900, 1975 (Reprinted 1984), p. 139.])・ウイッグ連立
内閣を指導する。パーマストンは, ウイッグから同内閣の内務大臣を務め, さらにアバディー
ンの後継として, 55年 2 月から58年迄, 第一次パーマストン内閣を指導する。
(７) A. Brundage, England’s “Prussian Minister,” 1988, pp. 15152. (以降 A. Brundage,
Prussian Minister と略記する｡）Ａ.ブランデージ『エドウィン・チャドウィック』ナカニ
シヤ出版 2002年 P. 193参照。 衛生改革者, シャフツベリーの義理の父であったパーマ
ストンは, パイプ下水管の有効性に関心を持っていた。ただ, 彼は, 中央衛生委員会を組
織的, 人事的に改変せずに存続は無理と考えていた。
(８) ここでの改組・転換の意味であるが, boards から ministries へと組織全体が転換した
というわけではない。イングランド・ウェールズにおいて, 1832年の時点で, Ｅ.バーカー
がいう伝統的職能を担ってきた大蔵省・内務省・外務省・海軍省・陸軍省など12省が既に
あったし, 職務が行政的なものに限るが, 同時期に存在した boards は, 9 あった。F. M.
G. Willson は, 1832年から120年間における行政発達の諸局面として, Ministries と Boards
を比較し, 独立性を有した boards に対する議会の姿勢の変化を論ずるが, 特に1830年代
から boards の一部が議会の統制が及ぶ ministries に改組された理由に注目し, それが新
たな職能を担当することによるのか, 議会の行政統制における見解の変遷によるのか議
論している。(F. M. G. Willson, Ministries and Boards: Some Aspects of Administrative
Development Since 1832, Public Administration, Spring 1955, pp. 4358.) 本稿は, Board と
分類される Poor Law Commission (1834～1847) から, Ministry と分類される Poor Law
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能別人員数を挙げている。D. Roberts, Victorian Origins of the British Welfare State, New
Haven, Yale U.P.,1960, pp. 1422. 1830年代～50年代については, 設立・設置年に注目し,








Mead, Mind, Self, and Society, University of Chicago Press, 1934. 稲葉・滝沢・中野訳『現
代社会学体系 第10巻 精神・自我・社会』青木書店1973年, Ｅ.フリードソン『医療と
専門家支配』恒星社厚生閣, 1992年, 訳注231頁。
(11) Ｅ.フリードソン, 前掲書, 1992年, 24～25頁。
(12) J. Parry, op. cit., P. 113.
(13) 行政機関で査察を行う補佐的委員を Poor Law Commission では poor law assistant com-
missioner, 教育, 工場法 , 監獄の部門では, それぞれ education inspector のように部門
名称に, inspector を付けて使用されていることが多く (D. Roberts, Victorian Origins of the
British Welfare State, New Haven, Yale U. P., 1960, pp. 152219.), 本稿では, 以降, 上述
の査察機能等を有する専門職業的公務員 (professional public servants) (註14参照）をイン
スペクターとした。
(14) 以前の拙稿では「行政官」(官僚）と表現したが, 当時では例えば1861年に刊行され
た, CONSIDERATIONS on REPRESENTATIVE GOVERNMENT by John Stuart Mill,
London Parker, Son, and Bourn, West Strand, MDCCCCLXI. [Ｊ.Ｓ.ミルの『代議制統治論』
(岩波文庫・水田洋訳・1997年)] の 6 章で代議制に対峙するものとして, bureaucracy
（水田訳・官僚政治), bureaucratic government（水田訳・官僚制統治）を用いたり, イ
ギリス以外（植民地を含む）の記述は「官僚」という用語を用いており, 14章でも, ex-
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ム４世 (William IV) の即位に伴う, 7 月の総選挙を契機に, 半世紀ぶりに政















































































































国王の安定を課題としていたのである。グレイは, 1830年 7 月の「フランス 7
月革命」の「共和的精神」にふれ,「 もし我が国のアリストクラシーがそ

































































































おり, ウイッグ内閣にとっては, 権力基盤の保持を目的とする, そして「明白
な弊害の除去と実際の不満の原因の矯正」たる改革の実施は, 半世紀ぶりの政
権復帰を左右する「政治的課題」となったのである。
(16) N. Gash, Aristocracy and People, 18151865, 1979, p. 144.
(17) B. S. Silberman, Cages of Reason, 1993, p. 309. 以下引用訳については, Ｂ.Ｓ.シルバー
マン『比較官僚制度成立史』三嶺書房 1999年を参考とした。
(18) 金子勝 ｢『自由主義』的行財政改革の形成｣（一）『社会科学研究』34巻 2 ･ 3 号 P.
7～12.
(19) B. S. Silberman, op. cit., p. 322. 国王によるパトロネージは, 野党とりわけロッキンガ
ム派ウイッグ党が 下院で多数を占めることを阻止するための不当な手段と見なされてい
たことがあった。
(20) 飯沼二郎『地主王政の構造』未来社 1964年 第１章から 2章にかけて参照されたい。
(21) しかし, パトロネージの影響力には限度があり, 国王を除いて, 貴族など個人がパト
ロネージを通じて, 議席を確保できたのは多くて, 20議席とされている。L. B. Namier,
The Structure of Politics at the Accession of George III, 2nd ed.,1957, p. 9. シルバーマン, 前
掲書, 370頁。
(22) 金子勝 ｢『自由主義』的行財政改革の形成｣（一）『社会科学研究』34巻 2･ 3 号 P.
7～12.






行財政改革の形成｣（一）『社会科学研究』34巻 2・3 号 P. 40～50と同 ｢『自由主義』的行
財政改革の形成｣（二）『社会科学研究』34巻 4・5 号 P. 104～115参照。
(24) 財政の破綻と改革要求については, 金子勝, 前掲論文（一）51～58頁を参照されたい。
(25) 青木康「ホイッグ党とヨークシャー運動」『史学雑誌』第87編第 2 号1978年, 舟場正
富『イギリス 公信用史』未来社 1971年。
(26) E. A. Smith, Lord Grey, 1990, p. 259.
(27) Ibid.
(28) Chris Cook & Brendan Keith, op. cit., pp. 14. 尚, 11月22日から12月16日までに任命
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Ld BROUGHAM & VAUX, Ld Pres. M of LANSDOWNE, Privy S. Ld DURHAM (E), Home O.
Vt MELBOURNE, For. O., Vt PALMERSTON, War & Col. Vt GODERICH, Exch. Vt
ALTHORP, Admir. Sir J. GRAHAM, Bd Control C. GRANT, D. Lanc., Ld HOLLAND, Min.
without Portfolio E of CARLISLE, Postm. -Gen. D of Richmond, Chief Sec. Ireland F. G.
STANLEY, Ld Lieut. Ireland M of ANGLESEY, Master of Mint Ld AUCKLAND, Treas. of Navy
C.P.THOMSON, Master-Gen. of Ordnance Sir J.KEMPT, Paym.-Gen. Ld J. RUSSELL, B. o. T.
Ld AUCKLAND, Sec. at War C. W. WILLIAMS WYNN, 1st Comm. Woods G. J. W. A. ELLIS
である。
(29) E. A. Smith, op. cit., p. 257. J. A. Cannon, Parliamentary Reform, 16401832, 1972.
(30) 法案作成委員会の構成員は, ダーラム, ラッセル, ダンカノン, グレアムといった
1830～1834 のウイッグ内閣の閣僚である。 Chris Cook & Brendan Keith, op. cit., pp. 14.
(31) B. W. Hill, British parliamentary parties, 17421832, p.226. 小川晃一『英国自由主義体
制の形成』木鐸社 1992年 250～251頁を参考とする。
(32) O. F. Christie, The Transition from Aristocracy 1815186, 1927, p. 176. 小川晃一, 前掲
書, 248～9 頁参照。
(33) N. Gash, op. cit., p.159.
(34) Ibid.
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すなわち, 主としてナポレオン戦争終結後の40万人にも及ぶ除隊兵士の帰還
による失業率の上昇と戦後の農業不況による救貧税の負担増（1816年救貧税支
出は800万ポンドで, その後パンの価格が 3 分の 1 に下落したにもかかわらず































定していたとされ, このような教区では国教会は, 洗礼, 堅信, 終油, 結婚等
のサクラメントを通じて社会的結合関係を強化し, 人々の社会における地位,


























岡田与好編『19世紀の諸改革』木鐸社 1979年所収 24～35頁, 及び大沢真理『イギリス
社会政策史 救貧法と福祉国家』東京大学出版会 1986年 21～65頁, 参照。
(38) Ｇ.Ｍ.トレヴェリアン『イギリス史』３ みすず書房 1975年 130頁。
(39) 金子勝「革命期における教区制度の動揺 イギリス近代国家の世俗化と統治原理の転











S. G. & E. O. A. Checkland (ed.), The Poor Law Report of 1834, Published in Pelican Books
1974, P. 123. (以降 S. G. & E. O. A. Checkland (ed.), The Poor Law Report of 1834 と略記）
(41) 赤木須留喜「イギリス都市行政の起点 1835年の都市団体法」東京都立大学都市研
究会『都市研究報告』３ 1970年12月 83頁。
(42) 金子勝, 前掲論文, 127頁。
(43) E. A. Smith, op. cit., p. 255. 小川晃一『英国自由主義体制の形成』木鐸社 1992年246
頁。










































Brundage, The Poor Law, 1700～1930, Basingstoke and New York : Palgrave, 2002. p. 61～68.
（以降, A. Brundage, The Poor Law と略記する）
第２項 ウイッグ政権の救貧法改革をモデルにした「体制及び統治機構の再編
構想」










さて, 1832年 2 月, グレイ内閣の大蔵大臣であったオールソープ (Lord
























































この点, グレイ内閣の閣僚であったランズダウン, パーマストン, ブルーム,























































ジは, クラブの会員であり, ウイッグとの繋がりのあった, ナッソー・シーニャー
を王立調査委員会の委員の一員に, 更にシーニャーを通じて, 同会員のエドウィ












(45) 小川晃一, 前掲書, 294頁。更に, ウイッグは, 政治問題, 対外政策には強い関心を
持ち, これらへの対処には習熟していたが経済・財政問題には関心が薄く, それほど業績
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(46) S. E. Finer, “The transmission of Benthamite ideas 182050,” in G. Sutherland (ed.),
Studies in the growth of nineteenth-century government, 1972, pp. 1132. S. (以降 E. Finer, The
transmission of Benthamite ideas と略記）
(47) この能動性については, 拙稿において, Ｓ.Ｅ.ファイナー（S. E. Finer, The Life and
Times of Sir Edwin Chadwick, Reprinted 1970.) (以降, S. E. Finer, Chadwick と略記）の伝
記とブランデージ (A.Brundage, Prussian Minister）の伝記を検討した。そこでは, 伝統
的権威秩序を維持しつつ, 国家構造の再編・補強というウイッグの能動的課題を論じた。
拙稿「サー・エドウィン・チャドウィックと『統治機構再編構想』 伝統的権威秩序に
抗して 」『法と政治』第44巻 1 号, 1993年 3 月 27～74頁。尚, ブランデージは, A.
Brundage, Prussian Minister, pp. 1333.において, ウイッグの社会問題および政府の役割
に関する姿勢を論じている。
(48) H. M. Clokie & J. W. Robinson, Royal Commission of Inquiry, 1937, p. 74.
(49) この指示は,1834年の救貧法報告書の補追Ａ中に記されている｡Report of His Majesty’s
Commissioners for inquiring into the Administration and Practical Operation, appendix A, Part
I, p. 252, cited from A. Brundage, The Making of The New Poor Law; The Politics of Inquiry,
Enactment, and Implementation 18321839, 1978, p. 21.（以降 A. Brundage, The New Poor Law
と略記する｡）
(50) A. Brundage, The Poor Law, pp. 1920.
(51) S. & B. Webb, English Local Government, English Poor Law History, pt. 2 : The Last
Hundred Years, vol. 1, 1963, pp. 120121.
(52) 1824年の労働者賃金特別委員会は, ラッセルにより設置され, そのメンバーは, トー
リーのロバート・ピール, スタージェス・バーン, ウイッグのラッセル（委員長), ブルー
ム, ジェームズ・スカーレット, スプリング・ライスであった。ラッセルは, 自らのカウ
ンティにおける救貧行政に関心を持ち, 複数の証人を召喚している。特別委員会を通じて,
救貧法に関する情報を得たと考えられる。R. C. Cowherd, Political Economists and the
English Poor Law, 1977, p. 141. 1828年の労働能力特別委員会のメンバーは, Ｒ.Ａ.スレイ
ニー（委員長), ピール, スタージェス・バーン, ラッセル, オールソープ, スカーレッ
ト, T. P. コーテネイであった。R. C. Cowherd, op. cit., p.168.
(53) A. Brundage, The Poor Law, pp. 1415.




























































めに,「報告書の抜粋」の提出を各補佐委員 (assistant commissioner) に要請
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を減少させるのと同程度, 労働賃金は減少し, それは, 労働者階級にとって即
















らないとする「劣等処遇 (less-eligibility) の原則」を実施する, (３）救済は,
ワークハウス (work-house) 内でのみ, なされる, (４）ワークハウス内では,
劣等処遇の原則の具体例として規律と労働が遵守されるという条件を救貧行政
制度に持たせなければならない, そうすれば, 労働能力のある被救済者は, こ
のような条件付きの救済を嫌い, 自由で独立した労働者として労働市場におけ
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分配し合う盗賊になりかねない。 この一隊は, 事実上, 小寡頭制を形成し
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置は廃止されるべきだと主張していると考えた。E. Chadwick “Poor Law Administration,
its Chief Principles and their Result in England and Ireland as Compared with Scotland,”
Journal of the Statistical Society, vol. XXVII, 1864, p. 492. そして, 調査委員会では, 著名な
経済学者のＮ.シーニャーの見解が重要な地位を占めていたのであるが, 1831年当時では,
改革案として賃金補助制度の全廃, 不用意な結婚に対する批判, 居住法の改正を主張して
いたのであるが, 調査委員会設立 7ヶ月後の1832年 9 月には救済手段としてワークハウス
制度を肯定し, 翌年 1月には中央統制と教区合併を承認している。このようなシーニャー
の転向は, チャドウィックの意見を承認した証とされている。赤木須留喜, 国家学会雑誌
71巻12号 34～35頁。E. Chadwick, “The Principles and Progress of the Poor Law
Amendment Act,” Edinburgh Review, vol. Ixii 1836 July, p. 498.
(56) S. E. Finer, Chadwick, p. 47. 1832年12月になっても, 補佐委員 (assistant commis-




(57) S. & B. Webb, English Local Government, English Poor Law History, pt. 2 : The Last
Hundred Years, vol. 1, 1963, p. 43.
(58) S. & B. Webb, op. cit., p. 41. この特別委員会の具体的業績は, 第二項の（１）で少し
触れたが, 次の二つの法律の制定である。1818年の教区会法 (The Parish Vestry Act, 58
George III, c.66) と1819年の選出（特別）教区会法 (The Select Vestry Act, 59 George III,
c.12) である。前者は, 教区会の手続きの改善, 記録の保存, 年50ポンド以上の 課税評価
を受けたものは, 25ポンド増す毎に 1票を加え, 6 票を限度とする複数投票権を認めた。
後者は, 教区会内部に選出（特別）教区会を設けて, これに救貧行政の権限を付与し, 治
安判事の監督権を強化し, 有給の救貧吏の任命を可能にした。S. & B. Webb, English Local
Government, The Parish and The County, 1963, pp. 152 sq..
(59) 二重行政及び利害対立については, 拙稿「1834年の救貧法改革と1848年の公衆衛生改
革 エドウィン・チャドウィックを通じて」関西学院大学法政学会『法と政治』第30
巻 3・4 合併号 131～133頁を参照されたいが, 大凡次の通りである。救貧税を負担する

























申し出ることが出来たので, 大地主の利益を代表する治安判事は, 人道主義的慈善, 人気
取り, パターナリズムから, 教区の会計状況に関係なく, 救済を承認することになった。
救貧行政における教区会を代表する救貧吏と治安判事の競合は, 一貫した行政を阻害し,
二重行政, 二重監督の弊害を生むことになった。借地農は, 賃金の一部を救貧税の形で地
主, 小商人, 十分の一税収得者（国教会）に転嫁していたけれど, 転嫁されていた階層は,
それぞれの地位, 利害関係のために, 積極的に救貧行政を監視することは容易ではなかっ









による土地＝農業利益に対する地方税軽減策の導入である。詳しくは, 第 3章 1節に前掲
した金子勝「イギリス近代国家における中央と地方」『思想』岩波書店 1986年 8 月号80






(61) B. S. Silberman, op. cit., pp. 339340.
(62) S. E. Finer, Chadwick, p. 78. 赤木須留喜「1834年の救貧法の改正」(二）『国家学会雑
誌』, 71巻 2 号96～97頁。
(63) 大沢真理『イギリス社会政策史 救貧法と福祉国家』東京大学出版会1986年39頁
(64) A. Brundage, The Poor Law, p. 30.
（２）1834年の改正救貧法の法案作成におけるウイッグの模索
裁量権の行使と深く関わっていた手当制度は, マルサスの人口論や賃金基金







































































tive) ではなく, 監督する (superintend) 職能を付与し, 詳細な情報ないし知
識を必要とする救済の実務に直接干渉すべきでない, つまり「無給のガーディ
アンに割り当てられた職務とは執行ではなく, 専ら監視 (supervisory) でり,
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教区を合併できる, (７）教区合併した連合教区 (The Poor Law Union) のた
めに, ワークハウスを設立を強制しうる, (８）ワークハウス設立のために徴
税を強制しうる, (９）地方の有給吏員の候補となる資格基準を指定し, 適任
者を推薦し, 不適任者を罷免する, (10）吏員に対する, 諸手続を指揮し, 職
務内容を規定する, (11）明確で画一的な会計システムの一般的導入のための

































































もそも1832年12月の総選挙以来, 一枚岩状況ではなく, 33年10月には, アイル








譲るとして, 法案審議は, 中央当局の職能ないし権限を巡って展開し, 記
録裁判所とする条項の削除, 中央当局による立法改定の勧告権の削除などを含

























































































































して, 問題は残るが, アンビバレントな政策を並行実施させることで, 従順な
申請者には, 戸外救済を, 不従順な申請者にはワークハウスでの救済をといっ
た「使い分け」を行えば, 抑制効果は期待できるし, それ以上に「裁量権」を






























法案は, 5 月14日に委員会付託が135対11で決定したが, 委員会段階での 5
月26日に, 政権自体の懸案であったアイルランド問題を契機に, 昨年からの政
治的危機が深刻化し, 陸軍及び植民地大臣（アイルランド担当大臣兼務）のス
タンレイ, 海軍大臣のグレアム, 郵政長官（閣内大臣）のリッチモンド, 国璽
尚書のリポンが辞職し, 同月29日から次々と閣僚の交代が生じた。このような
中, 法案は, 7 月 1 日に第 3 読会に至り, 187対50で成立し, 翌日上院に進ん
だのであるが, 第 2読会の予定の 7月 8日に, 首相グレイも辞任し, 7 月16日
に後継のメルバーン内閣が成立し, 法案は, 大法官のブルーガムにより, 第 2
読会への動議がなされた。 7月21日, 76対13で第 2読会を通過し, 24日に委員
会付託され, 8 月 8 日に第 3読会に達し, 法案は, 同月11日に上院の修正に付
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を併置させ, むしろ, それにより戸外救済の価値を高め, 戸外救済の決定がパ
トロネージを補強することを狙っていたと考えられる。
(65) Ibid., pp. 4244.
(66) S. E. Finer, The transmission of Benthamite ideas, pp. 1419.
(67) A. Brundage, The Poor Law, p. 44.
(68) S. G. & E. O. A. Checkland (ed.), The Poor Law Report of 1834, p. 181188.
(69) Ibid.,
(70) この部分は, チャドウィックが想定したガーディアンの職務が実現できなかったとい




ない責務は, 大きなタウンでは夥しい件数であり, それらは, 不徹底にかつ最も煩わしく
処理された｡」G. Nicholls & T. Mackay, A History of the English Poor Law, Reprint (revised
edition), 1967, vol. III, p. 94.
(71) Ibid.
(72) 中央当局の構成・権限については S. G. & E. O. A. Checkland (ed.), op. cit., pp. 418
471. 拙稿「1834年の救貧法改革と1848年の公衆衛生改革」139頁及び 147頁註(28)参照。
尚, 1834年の救貧法一般報告書は, 実態分析と救済策で構成されているが分析をシーニャー
が, 救済策をチャドウィックが担当した。S. E. Finer, Chadwick, p. 107. 試案の作成に関
しては, A. Brundage, Prussian Minister, p. 21
(73) J. Parry, op. cit., p. 114.
(74) 彼は, 1833年から1834年にかけて, 三つの法案を作成しており, これらは, 彼が調査
委員会のために1833年 1 月から 2 月にかけて作成した「Notes for Heads of a Bill」に関す
る 3 名の専門家の批判を考慮しながら作成されたものである。法案については, 拙稿
「1834年の救貧法改革と1848年の公衆衛生改革」148頁註30を参照されたい。
(75) D. Roberts, Victorian Origins of the British Welfare State, pp. 4142.
(76) オールソープは, 法案を下院に上程するにあたり, 治安判事らは, 法案に対し肯定的
であるが,「借地農や労働者は, 報告書を読んでいない」ので, 突然接すれば, 一波乱あ
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pp. 5253.
(77) A. Brundage, Prussian Minister, pp. 3536.
(78) グレイ内閣は, 1833年10月10日にアイルランド問題につき議論しているが, ランカス
ター公領大法官 (Chancellor of the Duchy of Lancaster) のホランドによれば, 閣内不一致
が見られるとのことである。E. A. Smith, op. cit., p. 296. 遡ることになるが, 32年12月の
総選挙後ではトーリー149に対し, ウイッグ408, 自由主義者96, 無党派 4 , そのウイッグ
もトーリー支持137, 浮動票22, 一貫してウイッグが303, ウイッグ支持（独立ないし自律
の可能性あり）137, 急進主義者34, アイルランド併合撤回者主義者38という状況とされ,
一枚岩ではない。10分の 1税法案とアイルランド国教会法案を巡り, 有力閣僚の辞任があ
り, グレイは彼のリーダーシップの強さと弱さを示し, 一体性を維持するのに疲れ, 1834
年 7 月 9 日にグレイは退陣する。後継は, メルバーンで, 下院は, オールソープ（33年11
月の父親の死去で下院を離れる E. A. Smith, op. cit., p. 311.）の後をラッセルが引き継ぐ。
小川晃一, 前掲書, 278～9頁参照。
(79) A. Brundage, The New Poor Law, pp. 4773.





ず, 事前の対象となる人の性格や環境を注意深く調査し, むやみな施しは, 善より弊害を
もたらすとした。この観点は, 制度の廃止ではなく, 最も苛酷な, 最も抑制的政策を実施
することで, 本当に窮乏しているかを確認できるのではという救済を切り詰める世俗的試
みに転用されたとされる。A. Brundage, The Poor Law, p. 38.
(83) 内閣委員会での法案逐条の検討につては, G. Nicholls & T. Mackay, op. cit., pp. 11823.







在において断絶することである」から, 調査報告書は, 未完成の断片の集積であり, 常に
補完され変化する可能性をもっている。それ故に, 施策の継続的変更がないと新たな状況
に施策が対応出来ず, 施策が事態を拘束することになる。更に, 調査報告書は, 未完成の
断片の集積であり, 補完され変化することは, 収集時点の異なる専門家間での理論的対立
の可能性を不可避とする。土屋惠一郎「ベンサム法理論の可能性─＜アフォリズム＞と法
典─」『思想』1978年 5 月号 49～50頁。
(85) 以下, 法案の上程から裁可までの詳細なプロセスについては, A. Brundage, The New
Poor Law, pp. 5373. を参照されたい。
(86) G. Nicholls & T. Mackay, op. cit., pp. 1245.
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1834年の救貧法報告書における中央当局の議論では A Central Board という用語が用いら
れている。法案が内務大臣により上程されているように内務大臣の下にある部局となるが,
複数の委員からなる半独立の board といわれる組織である。イギリスでは board に信頼を
おき, 専断的支配の可能性のある独任制に不信をもち, 伝統的に, 思慮・討議・相互チェッ
クを確保出来るものとして, board が用いられてきたとされる。 D. Roberts, Victorian
Origins of the British Welfare State, p. 126.














中央救貧法委員会 (Poor Law Commission) の委員人事は, 1834年 5 月, つ
まり議会審議過程の委員会付託の時点で始まっていた。
(89)
グレイ内閣は, シーニャーを委員長にと考えたが, シーニャーは, これを固




Ｔ.Ｆ.ルイス (T. F. Lewis), Ｇ.ニコルズ (G. Nicholls), Ｊ.ショウラフィーバー
(J. ShawLefevre) の 3 名の委員と, 事務局長Ｅ.チャドウィック (E. Chadwick),






















格としては貴族出身が相応しいとされ, ミドルクラスで四法学院 (the inns of






























































雇用は地方が行うが, その任用（吏員の配備）の指示, 職務内容の規定, 給与
・・・・・・・・・
額の認可, 免職に付き権限（46～ 8 条）を有した。つまり, 救済の決定につい





バランスについては, 前述したように, 法案作成（以下の（ 1 )～( 3 ))・議会




ウス建設のために, 中央当局は, 50ポンドあるいは地方税年額の10分の 1まで
なら課税引き上げを命ずることが出来るものと制限する, (３）新法実施 2 年
後に賃金補助制度を撤廃する条項に対し, 賃金補助制度を継続し, 中央当局が




















































































































まさに, 中央委員会は, 地方のガーディアンの「裁量」を重視し, 両組織は,
ワークハウス・テストの緩慢な実施の方向で一致していく。








主張し, 新法を北部工業地域に導入しようとした。ただ, 北部工業地域は, 南
部と異なり, 救貧法増大の原因であった賃金補助制度はまれにしか実施されて
おらず, 南部で人口あたり, 救貧税支出が20～30シリングの教区もあったのに
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異質なチャドウィックを, 救貧行政から遠ざけたのである。
(119)
ウイッグ政権は, 上述のように1837年 7 月の総選挙で議席が減少し, この減
少原因を救貧法反対運動によるものと認識し, 種々の対応により改革の継続を
行ってきた。1834年の改正救貧法は, 5 年間の時限立法であり, その間, 反救
貧法運動の機会を提供してきたことは確かであり, 更に, 反対運動は, チャー
チズムに巻き込まれることになったのであるが, 結局のところ, 議論されるが
撤廃されず, その都度, 実施状況に関する調査報告を経て, 問題の弊害を取り
除く方式で, 改正法案 (Renewal Bill) が上程され, 1839年, 1840年に１年間,
1842年に 5年間延長されてきたのである。
(120)
ところが, 1837～38年以降の時期, 特に1840年代前半に, このウイッグも,
政権から遠ざけられるという問題的状況に直面することになる。











ここでは, 次の点に注目しておきたい。一つは, (１）ウイッグ政権が, 穀物
法が争点となった41年の総選挙に敗れて下野し, 当該の改革から遠ざかったこ
と, そして, ウイッグ政権に代わりトーリーが, 政権に復帰したのであるが,
そのトーリー政権が46年 6 月に成立する穀物法廃止を巡り, トーリー内部で,
ピール派と保護貿易派の分裂で動揺し, しかもその後の提出法案で敗れて崩壊
し, 1846年 7 月の第一次ラッセル内閣の登場により, 本稿の改革に接近すると
いうこと, つまり改革から一時遠ざかったということである。次いで（２）注
目すべきは, 穀物法の廃止を巡り, 土地＝農業利益に対する, 国庫補助金によ
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う点である。すなわち, 税負担軽減＝効率化の論理に基づき実施される「査察
等」を通じて, 刑罰における治安判事の裁量権, 教育における教育内容, 教師
に対する監督権などの国教会の主導権が制限され, 地域において財産の負担軽
減を求めれば, 求めるほど財産の義務を国家に譲歩せねばならなくなり, この











(89) S. E. Finer, Chadwick, p. 102. 前述したように Commission という名称が付されている
board 方式の組織である。




ドウィックは, 設立当初, 委員会の会合に常に出席し, あらゆる資料を検討し, それらに




(91) Ibid., p. 105. R. A. Lewis, Edwin Chadwick and the Public Health Movement, 1952, p. 20.
(92) Russell to E. Chadwick, 16 September 1836, Chadwick Paper, University college,
London.
(93) S. E. Finer, Chadwick, p. 109.
(94) D. Roberts, op. cit., p. 110. Ｄ.ロバーツは, 地方の吏員の統制に注目し, 政治的情実
ではなく, 資格 (merit) に基づく任用が進捗し, こうして初めて公務員制改革の諸原則が
地方行政に導入されたと主張している。
(95) Ibid., p. 90.
(96) 註(59)参照。
(97) 註(74)で指摘したウイッグ政権の「政治的」危機状況を参照されたい。
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ン・チャドウィックの改革構想』」とを対比して」『法と政治』第51巻第 3・4号 954～58
頁参照。
(99) ガーディアンは, 被救済者の貧困度よりも賞罰や性格を考慮して, 救済の認定を行い,
「反抗的な人には厳格な新法の原則を, 慎ましく勤勉で従順な人には従来の戸外救済とい
う慈悲的な手当というように申請者の気質で救済を決定した」のである。A. Brundage,
Prussian Minister, p. 46.
(100) Ibid., p. 97.
(101) Second Annual Report of the Poor Law Commissioners for England and Wales ; to-
gether with appendices A. B. C. D., p. 7 (1836, 29 : 8). <http://reo. nii.ac. jp/ hss/
1000000000016169>(2015/10/21) によれば, 1836年では64の連合教区で労働可能な被救済
者に対する戸外救済禁止規則が実施されたとされている。
(102) S. & B. Webb, English Local Government, English Poor Law History, pt. 2 : The Last
Hundred Years, vol. 1, 1963, pp. 142149.
(103) 1834年から1836年にわたる南部農村地域における救貧法の実施は, 順調で, 教区合併
は, 1835年にはイングランド, ウェールズの15，635教区のうち南部 2 ，311教区が111の
連合教区 (Union) に組織され, それは, 全人口の約10分の 1 にあたる 1，385，124人で,
救貧税総額の 6 分の 1 にあたる 1，221，543ポンドを組織化したことになる。S. & B.
Webb, English Poor Law History, pt. 2 : The Last Hundred Years, vol. 1, 1963, p. 114. 1836年
7 月頃には 6，841教区が組織され, 救貧税支出の 2 分の 1 以上が, 中央救貧法委員会の
統制下に置かれた。E. Chadwick, The Principles and Progress of the Poor Law Amendment
Act, Edinburgh Review, vol. Ixiii 1838 July, p. 506. インスペクター別の1835年 8 月までの
教区合併は, G. Nicholls & T. Mackay, op. cit., pp. 1745.を参照されたい。戸外救済抑制
政策は, 1834年から1835年の大豊作による穀物価格の暴落（ナポレオン戦争以来の最低値
G. D. H. Cole & R. Postgate, The Common People 1746～1946, Reprinted 1961, p. 303.）や
鉄道敷設ブームによる労働需要という要因による複合的影響を受け, 1834年に631万 7 千
ポンドであった救貧税額は, 1837年には404万 4 千ポンドへと三年間で 3 分の 1 以上減少
したとされる。この減少には, 食費の減額及び被救済者数の減少の影響も相俟っているも
のと思われる。
(104) N. C. Edsall, The anti-Poor Law Movement 183444, 1971, p. 44.
(105) S. & B. Webb, English Local Government, English Poor Law History, pt. 2 : The Last
Hundred Years, vol. 1, 1963, p. 3. 1834年のカウンティごとの人口あたりの救貧税支出は,
G. D. H. Cole & R. Postgate, op. cit., p. 275. を参照されたい。
(106) この議論は1834年の救貧法改正法案の審議過程でバーミンガムやリーズ選出議員によっ
て主張されたもので, 彼らは, 能率的に運営されている教区や 2シリング 6ペンス以下の
救貧税を課している教区は法から除外されるべきだと主張した。Hansard, pp. 314, 806,
1289 ; 25 (1834). D. Roberts, op. cit., p. 44.
(107) A. Brundage, The New Poor Law, p. 149.
(108) Ibid., p. 148.
(109) S. & B. Webb, English Local Government, English Poor Law History, pt. 2 : The Last
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あった教区で1834年の救貧法改正法では, 現存した当該地域の救貧当局のメンバーの 3分
の 2の同意がなければ教区合併され得なかった。G. Nicholls & T. Mackay, op. cit., pp. 275
6.
(110) N. C. Edsall, op. cit., pp. 545.
(111) 南部地域でも金銭給付から現物給付（劣等処遇の一つの方法）へ切り替え, 各教区に
収容されていた被救済者を一つのワークハウスに集めて収容する際に, これらに対する抵
抗はあったが, 未組織であった。そのため直ちに鎮圧された。Ibid., p. 32. 北部では, こ
れとは対照的に組織された抵抗があり, ハダースフィールドでは工場法運動のＲ.オース
トラーがおり, トッドモールデンでは, Ｊ.フィールデンがいたというように指導者が組
織を動かしたのである。A. Brundage, The New Poor Law, p. 153.
(112) N. C. Edsall, op. cit., p. 65.
(113) S. E. Finer, Chadwick, p. 128.
(114) Ibid., pp. 1312.
(115) Ibid., p. 132.
(116) 1837年 6 月20日にウィリアム四世が死去し, 会期は突然閉められ, 総選挙が行われた。
この選挙でウイッグは, 383から349に減少し, トーリーは, 275から309に増加した。トー
リーは, カウンティで42議席増加し, 都市部ではウェールズとアイルランドで計 5議席失っ
たが, ウイッグは, カウンティで38議席を失い, 都市部ではウェールズとアイルランドを
除き 9議席を失った。Chris Cook & Brendan Keith, op. cit., pp. 1389.
(117) D. Roberts, Paternalism in Early Victorian England, 1979, p. 8. 温情主義と所領経営の
関係について, 合理的経営と温情主義とのバランスを論ずるものとして, 青木康「地域社
会と名望家支配 18世紀イギリスの地主貴族」『規範と統合』シリーズ世界史への問い,
5, 岩波書店, 1990年, 118～120頁を参照。
(118) チャドウィックの主張は, 中央救貧法委員会設立当初, 事務局長就任時になされた委
員昇格の約束の履行を迫ったことによるとの理解がなされている。A. Brundage, Prussian
Minister, p. 54.
(119) 1836年当時, チャドウィックは, 農村警察の調査にも従事していたが, ここでも警察
改革の悪評の責任を負わされることになっていた。A. Brundage, Prussian Minister pp. 76
77. そして, 1841年の総選挙におけるトーリーの勝利は, ピール政権の成立となり, チャ
ドウィックは, 名目の事務局長となり, 一層救貧法委員会から疎外されることになる。S.
E. Finer, Chadwick, pp. 205207. A. Brundage, Prussian Minister, p. 86．
(120) S. E. Finer, Chadwick, p.181, 185, pp. 187193, p. 198. A. Brundage, The Poor Law, pp. 82
87. A. Brundage, The New Poor Law, pp. 173179






(122) 詳しくは, 第 3 章 1 節に前掲した金子勝「イギリス近代国家における中央と地方」
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87頁参照。更に, 救貧法関連で指摘すべきは, 議会が, 様々な連合教区の会計士 (audi-




るのである。D. Roberts, Victorian Origins of the British Welfare State, p. 115.
(123) Ibid., pp. 120121.
第３節 救貧法改革から公衆衛生法改革へ







れ, 伝統的政治階級にとっては, 従来からのパターナリズム的配慮から, チャ
ドウィックにとっては, 政治的便宜性に取り込まれて, 厳格な戸外救済を緩和
させたことになる。
従って, ウイッグ政権は, 厳格な戸外救済の緩和に見られる様に, 救貧法行
政の維持を念頭に,「改革の継続策」を模索することになる。他方, チャドウィッ
クは, 政治的便宜性に左右されない, 専門職業的行政官による, 一層自立的救
貧行政体系を模索することになるのである。
第１項 アンドーヴァー (The Andover Union) 事件と1847年の救貧法庁法













































































て「1834年の改正救貧法 (4 & 5 W. 4. c. 76.) の改組法案」を同年 5月に上
(132)
程し,




総裁, 国璽尚書, 内務大臣, 財務大臣の職権上委員 (commissioners ex officio)
と長官で構成される救貧法庁 (Poor Law Board) に改組されたのであるが, 実
際には, 委員が一緒に会合を持つことは想定されておらず, この組織における
権限行使は, 議会に席を有する長官 (the president) と二名の次官 (secretaries)
(政務（議会に席を有する)・事務）が中心になって行うことになった。
(134)
この改組につき, S & B. ウェッブの著書では, W.バジョット (Walter
Bagehot) のイギリス憲政論 (The English Constitution) を引用しつつ,「憲政革










解は可能であろうが, 1847年の救貧法庁法 (Poor Law Board Act, 10&11 Vic., c.
109) による ｢Board｣ 組織の採用には, 注意が必要である。当初, 救貧法委員
会は, 内務省の下部機構として複数の委員からなる, 半独立の board 形式とし
て組織された。この board 形式の採用は, 単独の行政長官による専断的な支配












が課題となり, 今回, 二重行政の復活となったいえるが, 実は, 伝統的権威と
合理的権威とが二重構造となって, より複合的な権威が形成されたことに注目
すべきである。
1847年の救貧法庁 (Poor Law Board) は, 単独の行政長官による専断的な支
配への不信を払拭するため, 形式的には ex officio の委員との思慮・討議・相










































































救貧法委員会の委員長 (Sir George Lewis) が「伝統的・政治的配慮」からピー
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た「裁量」による介入を行ったことになる。
このような「専門性と政治的調整との緊張関係」に対し, 今回の改組におい
て, ウイッグ政権は, 税負担の節約を約束する, 厳格な行政原理の実施は, 受
容しうるが, 次第に専門家チャドウィックを救貧行政から遠ざけていったよう
に, 伝統的な・温情主義的な運営と合理的運営とのバランスこそが政治的には





(124) S. E. Finer, Chadwick, pp. 257273.




(126) 当該連合教区が属する地区担当の中央救貧法委員会のインスペクター (assistant com-
missioner) が調査した。
(127) 二教区以上に亘る一般命令は, 内務大臣の承認が必要。S. E. Finer, Chadwick, p. 90.
(128) この時, 改正救貧法反対者のみならず, 中央救貧法委員会の委員長等を批判するため
にチャドウィック（当時, 事務局長として給与を継続的に受け取っていた）が当該インス
ペクターの支持に周り, 事態を紛糾させることとなった。 A. Brundage, Prussian Minister.
p. 115.
(129) 下院の特別調査委員会には, このスキャンダルを下院で明らかにしたトーマス・ウォ
クレイ (Thomas Wakley) とベンジャミン・ディズレイリ (Benjamin Disraeli), ジョン・
フィールデン ( John Fielden) の三名の救貧法反対者が含まれていた。
(130) 穀物法撤廃問題で危機にあったピール内閣が設置することになり, 特別委員会は,
1846年 6 月に設置された。S. E. Finer, Chadwick, p. 259.
(131) チャドウィックが委員会の業務から遠ざけられた経緯, すなわち, いわゆる救済のバ
ランス論を巡る委員会内部での対立も絡まっている。
(132) 内務大臣の Sir George Grey が法案を提出した。S. & B. Webb, English Local
Government, English Poor Law History, pt. 2 : The Last Hundred Years, vol. 1, p. 185.
(133) Statute at Large. 参照。
(134) 長官が上院議員の場合, 次官は下院議員が想定されていたのであるが, 実際は1871年
[これ以降の救貧行政は Local Government Board の担当部局に移る。拙稿「公衆衛生改革
(1854年 1875年）の特質」関西学院大学法政学会『法と政治』第31巻 2 号25～76頁参照]
まで, 両職とも下院に席を有する者で占められた。A.Brundage, The New Poor Law, p.89.



































126(840) 法と政治 66巻 4号 (2016年 2月)
The board という名称を使用し, 党派性の希薄化あるいは政治的影響から免れるべきとい
う従来からの狙いに余り注目していないようである。S. & B. Webb, English Poor Law
History, pt. 2, vol. 1, 1963, pp. 1878.
(136) インスペクター (assistant commissioners ないし inspectors）別の1835年 8 月までの
教区合併数やその後合併状況からして, 多数の地域からの問い合わせや週報に対する対応
は, 繁多な業務となった。G. Nicholls & T. Mackay, op. cit., pp. 1745.
(137) D. Roberts, Victorian Origins of the British Welfare State, p. 129.
(138) S. G. & E. O. A. Checkland (ed.), The Poor Law Report of 1834, p. 378.
(139) D. Roberts, Victorian Origins of the British Welfare State, p. 120122. 1837年には21人の




上述で, ウイッグ政権は, 厳格な戸外救済の緩和に見られる様に, 救貧法行























































(140) ニューサンスといっても, パブリック・ニューサンス (public nuisance)＝公共に対す
る不法行為のことであり, 今日では「公害」ということになろうが, 当時では, 当初は,
具体的には, 不法投棄される汚物が中心であった。しかし, 次第に健康に有害な, 危険な
ものとされ, ニューサンスの対象範囲が拡大される。第 3章 2節では定義が拡大され, 過
密な住居も含まれることになる。
(141) M. W. Flinn, Introduction to Edwin Chadwick, Report on the Sanitary Condition of the
Labouring Population of Great Britain, Edinburgh : University Press, 1965, pp. 4344.
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年の公衆衛生改革」175～180頁参照。
(143) The condition of the working-class in England in 1844 : with a preface written in 1892 /by
Frederick Engels ; translated by Florence Kelley Wischnewetzky, London : Allen & Unwin,





た時期とされ, この結果, 以降機械制工業の成立・発展, 道路・運河・鉄道などの交通機
関の普及, 国内商業・外国貿易の拡大とともに, 都市の急速な発展・膨張をもたらし, 農
業人口は次第に都市に吸収されていく。しかし, 1831年における人口 0～ 2万人以上の都
市住民の割合は,ロンドン10.6％,10万以上の都市5.7％,2 ～10万未満の都市8.7％で計25.0
％であった。都市化が進展した1891年では各々14.5％, 17.3％, 21.8％, 計53.6％である。
(E. P. Hennock, “Finance and Politics in Urban Local Government in England, 1835～1900,”
The Historical Journal, VI, 2 (1963), p. 212.) 1841年から1861年にかけても人口 2 万までの
地方共同体の総人口あたりの％は, 69.6～61.8％で, 2 ～10万は, 13.2％, 10から100万11























































(145) 1844年12月11日に設立された都市衛生協会 (Health of Town Association) のメンバー
は, 貴族, 僧侶, 実業家, 医師, 技師などで構成されている。この協会の他に, 浴場と洗
濯場を設置する目標を持っていた the Association for Promoting Cleanliness among the
Poor, 名目収入の40％の家賃でモデル住宅を供給することを目標としていた the Society
for the Improvement of the Condition of the Labouring Classes がある。 S. E. Finer,
Chadwick, pp. 237238.
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巻第 3.4 合併号130～142を参照, 公衆衛生改革案については168～170頁を参照されたい。
(147) O. MacDonaugh, Early Victorian Government, 18301870, 1977, pp. 141142. 多くの私
企業の水道会社は, 一日の内の一定時間ないし週の内の一定時間しか給水していなかった
ので, 常時給水は多くの問題を惹起させることとなった。
(148) ロンドンを例にとると, 1835年法によって教区会は, 代表なくして課税なしの原則で













































的に参画するが, 改革案を実施する首都下水委員会 (Metropolitan Sewers





















対し, 当該地域の死亡率を提示し, その率が基準を超過すること, さらに当該
地域の死亡登録を管轄していた救貧当局に死亡理由を問い合わせつつ, 熱病の
























































ていた。すなわち, 地方当局は, 一定の構成員からなり, その三分の一が隔年
毎に改選され, 構成員は, 当該地域内に居住するもので, 一定限度の評価額の
不動産あるいは動産, 又はそれらの何れをも所有するもの, そして教区, タウ
ンシップ等で一定の救貧税年額を課されているものでなければならないとされ,
定められた期日に選挙を行い, その選挙は, ガーディアン（地方救貧法委員会）











パーマストン (Viscount Palmerston) に中央衛生委員会の報告書の配布を要


























(149) 1848年法の条文を概観すると次のようである。(1）時限立法, 中央の構成員（ 5条),
（2）請願ないし死亡率により, 中央当局は, インスペクターによる事前調査を行うこと
ができる。インスペクターは, 中央当局に報告書を提出する。( 8 , 9 条)｡（3）本法は,
枢密院令により地域に適用されるが, 地方法の適用のある地域, 管轄区域の変更（論者注。
自然流水による区域設定等により）が必要な場合, 暫定的命令確認法案 (provisional or-
ders confirmation bill) を議会に提出し, 承認されれば法律は有効となる（10条)。(4）都
市法人を有する地域ではタウン・カウンシルが地方衛生当局となり（12条), 無い地域で
は新しい地方衛生当局を設立せねばならない。その構成員数や構成員の財産資格（被選挙
資格）は, 枢密院令により規定する（13条）が, 構成員の選挙は, 年価値（論者注。年間
賃貸価格）50ポンドに 1 票, 50ポンド毎に１票を加増し, 250ポンド以上 6 票を上限とす
る複数投票による（20条)。地方衛生当局は, 書記 (clerk), 出納吏 (treasurer), 汚物監
視員 (inspector of nuisance), 土木技師 (surveyor) を任命できる。だだし, 土木技師の解
任については, 中央当局の承認を必要とする。(37条）(7）地方当局は, 医務員 (medical
officer of health) を任命できる。この任命と解任は, 中央当局の承認が必要。しかし, 本
職員の俸給は, 地方当局が決定する（40条)。（8）新しく建築される家屋は, 地方の土木
技師によって指定された規模・材料・水準・落差でもって下水管を敷設し, 同時に適切な
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ないし占有者に給水を命ずることができる（75, 76条)。（10）本法のための一般的地域
税は, 救貧税課税対象である不動産の占有者に課され, 個別的改善税は, 受益する個々の
占有者に課せられる（87, 88, 90条)。（11）耐久的土木事業のための起債は, 地方税を
担保とし, 元本と利子を支払う。起債は, 中央当局の承認が必要である（107, 119条)。
R. A. Lewis, Edwin Chadwick And The Public Health Movement 18321854, 1952, pp. 17274.
C. Bellamy, Administering central-local relations, 18711919, 1988, p, 101 ft.1.
(150) 以下の実施上の問題点については, 主に R. A. Lewis, op. cit., pp. 156317. と S. E.
Finer, Chadwick, pp. 314377. により, 拙稿「1834年の救貧法改革と1848年の公衆衛生改
革」『法と政治』関西学院大学法政学会第30巻第 3.4 合併号175～185で検討した。
(151) 1848年の公衆衛生法の進捗については R. A. Lewis, op. cit., pp. 291308. 及び前掲論文
の「1834年の救貧法改革と1848年の公衆衛生改革」の181～182頁を参照されたい。
(152) S. E. Finer, op. cit., pp. 376377.
(153) Ibid., p. 319. R. A. Lewis, op cit. pp. 159160.
(154) S. E. Finer, op. cit., pp. 321326.
(155) R. A. Lewis, op. cit., p 291. インスペクターの対応については1852年 3 月にＲ.ローリ









生法を採用させる促進的要因となった。R. A. Lewis, op. cit., pp. 1724, p. 292.
(158) Ibid., p. 173.
(159) Ibid., p. 302, p. 306. および脚注149参照。
(160) 中央当局は, 報告書の配布に加えて, 土木技術担当のインスペクターの報告書を
22,100部, コレラに関する報告書を1,500部, 埋葬に関する報告書を6,000部, 下水管に関
する報告書を11,000部配布している。D. Roberts, op. cit., pp. 227228. その他, 家庭下水,
地上排水, 汚物利用に関する啓蒙的パンフレットも配布されている。R. A. Lewis, op. cit.,
p 310～311.
(161) J. S. Mill が1859年の自由論で, 地方の人々によって選挙された唯一の団体によって,
地方の利害に関する問題を担当させ, 中央はこの問題に関する一般的規則をさだめ, その
執行を監視し,適宜, 情報と助言を与え,正しく実行されないときには裁判所に法の執行を




（１）1852年 9 月の「クロイドン (Croydon) 事件」(腸チフス性熱病の発生）






法と政治 66巻 4号 (2016年 2月) 135(849)
公衆衛生法の実施に伴い, 上下水道工事が進展し, 1851年12月頃にはクロイド
ンの大部分の地域で工事が完了していた。ところが, 翌年1852年 9 月に腸チフ
















衛生委員会とは別に1853年 1 月にクロイドン事件調査委員会を設置し, 独自の
調査を開始させた。
政府による調査は, 中央衛生委員会に対する一般的不信を反映していた。
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れは, 1854年 8 月から 9月にかけて, ロンドンを襲ったコレラに因り発生した,
イギリスの疫学上の有名な事件（
(169)





















































(162) 暗渠方式の下水道とパイプ方式の下水管の対立に就いては, C. Hamlin, Public Health
and Social Justice in the Age of Chadwick: Britain, 18001854, Cambridge U. P., 1998, pp. 302






(163) C. Hamlin, op. cit., p. 324.
(164) R. A. Lewis, op. cit., pp. 315316.
(165) 中央衛生委員会は, 技術インスペクターの Henry Austinと医務官の Southwood Smith,
解剖学者で委員会のコレラ監視員の R. D. Grainger, リバプールの公衆衛生学者の John
Sutherland を派遣した。スミスとサザーランドは, 環境, 接触, 湿気が疾病原因とし, グ
レンガーは, ミアズマ理論に則り, 瘴気を原因とし, 中央衛生委員会の指導に対する違反
行為とした。オースチンは, 家庭排水と主幹下水との接合不良を指摘し, クロイドンの測
量士の責任としたが, 不本意ながら, 中央衛生委員会のインスペクターによるパイプサイ
ズの縮小に問題があったことを認めた。C. Hamlin, op. cit., pp. 3256.
(166) 中央衛生委員会は, 更なる確証を得るために, 内務大臣のパーマストンに1838年の衛
生報告書の作成者であった Neil Arnott と土木局技官 (an engineer in the Board of Works)
の Thomas Page による独立した専門家の調査を要請した。特にペイジは, 4 インチと 6
インチのパイプはあまりにも破損しやすく, 粗雑な扱いには耐えられないと主張した。R.
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よりも, 上下水道システムの考案者と促進者に主要な非難が向けられることとなった。中
央衛生委員会は, 理論や原則には, 厳格ではあるが, 現場や地域の状況といった詳細につ
いては, チェックが行き届いていなかった。いわば知的集権の問題状況といえる。C.
Hamlin, op. cit., pp. 3278.





られた, というものであった。この報告書で, バザルゲッテは, トンネル方式を支持した
のである。Ibid., p. 335.
(168) 下院では, 中央衛生委員会の独断的行動批判がなされ, 公衆衛生法は, 改訂された。
Hansard, vol. cxxxiv, cols. 1295-1305. 中央衛生委員会は, 1854年から1858年の間, General
Board of Health いう名称ではあったが, 当局は, 委員会方式の Board ではなく, 独任制
の大臣によって運営されることになった。J. Simon, English Sanitary Institutions, 1890, p.
231.
(169) Steven Johnson, The GHOST MAP, A street, an epidemic and the hidden power of urban net-
works, PENGUIN BOOKS, 2008.
(170) スティーブン・ジョンソン『感染地図』河出書房新社 2007年 P. 276。
(171) Steven Johnson, The GHOST MAP, The Story of London’ Most Terrifying Epidemic－and
How It Changed Science, Cities, and the Modern World, RIVERHEAD BOOKS, New York, 2006.
とスティーブン・ジョンソン『感染地図』河出書房新社 2007年, SANDRA HEMPEL,
The MEDICAL DETECTIVE, Granta Books, 2007. とサンドラ・ヘンペル『医学探偵 ジョ
ン・スノウ コレラとブロード・ストリートの井戸の謎』日本評論社 2009年を主に参照
した。参考として, SANDRA HEMPEL, THE STRANGE CASE OF THE BROAD STREET
PUMP, CALIFORNIA U.P., 2007.
(172) 二つの報告書とは, General Board of Health. Medical Council., Report of the committee for
scientific inquiries in relation to the cholera-epidemic of 1854. (19c & 20c HCPP (House of
Commons Parliamentary Papers) 185455 [1980]) と Report on the Cholera Outbreak in the
Parish of St. James, Westminster, During the Autumn of 1854. Presented to the Ves try by the
Cholera Inquiry Committee July 1855, London : J. Churchill, 1855). 後者は, Tina Young Choi
(ed.), Medicine and Sanitary Science, (general editor Michelle Allen-Emerson, Sanitary
Reform in Victorian Britain, pt. 1, v. 1), Pickering & Chatto, 2012. という史料集の第１巻に
収められた部分を参照した。
(173) 田中裕理子『科学と表象「病原菌」の歴史』名古屋大学出版会 2013年 P. 137～157.
(174) Tina Young Choi (ed.), Medicine and Sanitary Science, (general editor Michelle Allen-
Emerson, Sanitary Reform in Victorian Britain, pt. 1, v. 1), Pickering & Chatto, 2012. という
史料集の第１巻に収められた以下の二つ史料は, 瘴気理論から胚種理論への移行期におけ
る衛生医学が遭遇した理論的, 専門的, 政治的混乱を示すものとして興味深い。(1)
Report on the Cholera Outbreak in the Parish of St. James, Westminster, During the Autumn of
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London Union, and to the Special Committee Appointed under the Direction of Privy Council, On
the Causes and Prevention of Cholera (1866). (1)は, 19世紀半ばの瘴気理論の再評価に関す
る報告書で, これらの拡散が汚染された給水に因るものと推論, すなわち, 画期的なジョ
ン・スノーの推論を検証する委員会報告書である。(1)と(2)は, ともに瘴気理論を放棄し
ておらず, (2)の報告書では自立的に疾病を引き起こす病原として確定した用語を用いず,
胚種 (germ), 毒 (poison), カビ (fungus), 微塵 (atom) といった用語を交互に使用して
いる。この史料集は広範な領域の「衛生改革」に関わる歴史的史料（新聞記事・雑誌論文・
小説・調査報告書など）を 6冊（ 1巻から 6巻まで約2500頁）にまとめたものである。各
巻のどのような資料を含まれているかの概要については, 拙稿, Michelle Allen-Emerson
(ed.), Sanitary Reform in Victorian Britain, pt. 1, 3vols, 2012 ; pt2 3vols, 2013, Pickering &






拠り所よりどころとなったのである。拙稿「Anthony Brundage, The Poor Laws,
1700～1930, Basingstoke and New York : Palgrave, 2002.」関西学院大学法政学会『法と政











リアン (Charles Trevelyan) は, 1850年代の始めには他の部門にまで調査を拡
大し, グラッドストンの私的秘書であったスタッフォード・ノースコート
(Sir. Stafford Henry Northcote) がこの調査に加わり, 1853年にノースコート・
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て,「出自, 教育そして人格」(breeding, education, and character) による「ジェ
ントルマン」的権威の重要性は, 多くのウイッグの支持するところであったが,
改革自体が,「専門家ないし合理的権威」優位の方向で展開することを恐れた
ラッセル等の反対で, 1855年 5 月に枢密院令に
(182)
より設置された「人事委員会」






またおかれては替わる人々に対して, 助言し, 援助し, さらにはまたある程度













験者の品性や性格 (moral conduct and character) について語りうる立場の者が
書いた人物証明の提出, さらに試験を適用することが出来ない, いわば余人に
替え難い人材として任命する場合, 任命の事情 (circumstances) 理由を記録と
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る公開競争試験と『精神力』 人事委員会と試験官が考える官僚の『資質』について
」大阪大学西洋史学会『パブリック・ヒストリー』Vol. 3, 2006, pp. 5061 の研究動向
分析によれば, ここで参照している Edward Hughes, “Sir Charles Trevelyan and Civil
Service Reform 18535”, English Historical Review, vol. 64, (1949) ; Jenifer Hart, “Sir Charles
Trevelyan at the Treasury, 18531854,” English Historical Review, vol. 75, (1960) 等の諸論














析を通じて, 制度ではなく, 公務員制度を取り巻く人間が変わったとの主張と, 伝統的権
威秩序の復帰ないし強化との主張に注目したという二点からである。
(177) Ｃ.Ｅ.レヴェリアンは, permanent assistant secretary to the Treasury に1840～1859
年まで在職したとされ, 本職は, 1867年から改称及び職務追加され, permanent secretary
to the Treasury となった。Chris Cook & Brendan Keith, British Historical Facts 18301900,
MACMILLAN, Reprinted. 1984, p. 150.
(178) 正式には「恒久公務員制について」の報告書であり, 本報告書は, 19c & 20c HCPP
(House of Commons Parliamentary Papers) REPORT ON THE ORGANISATION OF THE
PERMANENT CIVIL SERVICE, together with a letter from the Rev. B. Jowett. <http://
reo.nii.ac.jp/hass/1000000000029248>(2015 /10 /15) を参照した。内容の要約に当たっては,
井上洋[翻訳]「ノースコウト＝トレヴェリアン報告書」(1853年）『群馬大学教育学部紀要
人文・社会科学編』第50巻115～120を参照した。
(179) Edward Hughes, op. cit., pp. 5388.
(180) Jenifer Hart, op. cit., pp. 92110.
(181) A. Brundage, Prussian Minister, p. 161.
(182) 1855年 5 月21日付けの「国王の公務員への採用を規制する枢密院令」が発せられた。
(183) Edward Hughes, op. cit., p. 62.
(184) 注目点については, 註(175)の井上洋, 同掲翻訳と杉田多佳子「19世紀中葉のイギリス
におけるシヴィル・サーヴィス下級職任用試験改革」『歴史学研究』第744号（2000年）
pp. 116. を参照。
(185) 人物証明書については, 19c & 20c HCPP (House of Commons Parliamentary Papers)
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a letter from the Rev. B. Jowett. <http://reo.nii.ac.jp/hass/1000000000029248> p. 13. を, 試
験を適用することが適切ではない場合については, op. cit., p. 15. を参照し, 邦訳について
は, 井上洋 [翻訳]「ノースコウト＝トレヴェリアン報告書」(1853年）『群馬大学教育学
部紀要 人文・社会科学編』第50巻 pp. 123143 と pp. 144153 のノースコート・トレヴェ
リアン報告書の議への提出に際し添付されたオックスフォードのベルリオル・カレッジの
フェローであり, チューターである B. Jowett のトレヴェリアン宛ての書簡を参照した。
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てはいたが, 実際は, 中央救貧法委員会とは別組織の新たな衛生当局の設立に
よって改革が実施された。その後の救貧行政は, 統合されるどころか, むしろ
伝統的権威の復帰を印象づける方向で, 実施組織は, 改組され, さらに上述し




権限を付与してきた経緯からすれば, 特定の地域の, 特定の権限につき, 特定






(187) A. Brundage, The Poor Law, pp. 90109. この時期の概略的紹介については, 前掲の拙
稿「Anthony Brundage, The Poor Laws, 1700～1930, Basingstoke and New York : Palgrave,
2002.」関西学院大学法政学会『法と政治』第58巻第 3・4 合併号 2008年 285～288頁を
参照されたい。
(188) 衛生職能に関するアドホックな行政組織による担当状況については, 拙稿「公衆衛生




会 (The General Board of Health) は, 名称上 Board を名乗ったが, 下院に議
席を有する長官の独任制の組織として, 運営されることになり, 組織存続につ
いては議会での毎年更新手続きを経るものとされた。
この, 中央衛生庁 (The Board of Health) の長官には, Ｅ.チャドウィックを
議会で激しく非難したベ
(189)



















































いて重要な有給職員であった地方の土木技師 (surveyor) や医務員 (medical of-
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これは, 政治的配慮と技術的必要性のバランスであり, 権威構造からすれば
「権威の二重構造化」ということになろう。






















運営法 (Metropolis Local Management Act) が制定されたが, この法律に基づ



























































年の公衆衛生法は, 中央衛生庁に, 医療評議会を適宜設置できる, 中央当局に
有給の医務官 (Medical Officer) を任命する権限を付与するというものであっ
た。後者により, 中央衛生庁は, 土木担当のインスペクターに加え, 医療担当
のインスペクターを配置することになった。衛生行政改革にとって重要な役割













承認し, 地方での重複する管轄地に関する紛争を解決し, 暫定的命令 (Provi-
sional orders) を作成し, 地方当局の代表団と会見し, 地方に絶え間なく助言




































び種痘は, 枢密院の医務局 (Medical Department) に移され, 土木事業に関す
る規則及び規制と暫定的命令確認法案の承認, つまり衛生改良事業の監督に関
する職務は, 内務省の地方自治法担当局 (Local Government Act Office) に移



















































1858年の公衆衛生法の制定に際し, Ｊ･ サイモンは, 社会科学学会 (The
Social Science Association) や伝染病学会 (The Epidemiological Society) の支援
を得て, 特に種痘における技術的専門家によるインスペクション, 医務官の衛
生問題に関する調査・報告の権限の制度化などに成功する。ただ1858年公衆衛
生法は, 毎年更新という制限を有しており, しかもダービー内閣は, 枢密院の
医務局と医務官職の廃止, さらに種痘・コレラ対策を中央の職務から外そうと
していた。Ｊ.サイモンは, 1859年 6 月に誕生した第二次パーマストン内閣の
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については実証済みであり, その事例を拠り所に, 種痘に関する知識的技術的




















(189) Hansard, cxxxiv, cols. 13041305, July 6, 1854.
(190) J. Simon, op. cit., p. 236.
(191) D. Roberts, Victorian Origins of the British Welfare State, pp. 137154. において, 首相,










(192) J. Simon, op. cit., p. 236.
(193) コレラの状況については, 6 週間にわたる週当りの死者は, 1 名から 5, 26, 132, 399,
644名ヘと増大した。



































150(864) 法と政治 66巻 4号 (2016年 2月)
以下 R. Lambert, Simon. と略記する。
(195) J. Simon, op. cit., p. 237.
(196) R. Lambert, Simon, p. 227.
(197) 評議会は三つの小委員会からなり, コレラ対策の助言, コレラ対策の調査, 死亡・出
生率の統計収集, 外国の医師との情報交換, コレラの原因究明に従事した。R. Lambert,
Simon, pp. 2278. 尚, 評議会のメンバーは, 内科医, 外科医, 薬剤師, 中央登録局の職員,





(Hansard, cxxxvi, col. 1718, Feb. 21, 1855.)といわれるように, ホールの中央衛生庁も実
務上は, 以前の原則を放棄するどころか, 以前の原則や計画に沿って行動しなければなら
なかったのである。
(199) R. Lambert, Simon, p. 225.
(200) Ibid.
(201) Ibid.
(202) J. Simon, op. cit., p. 239. 尚, ジョン・Ｊ.サイモンの業績については, 拙稿「19世紀
中･後期のイギリスの公衆衛生改革におけるＪ.サイモンの業績に関する序論的考察 伝
統的権威秩序との「葛藤｣ 」関西学院大学法政学会『法と政治』第46巻 4 号35～77頁
を参照されたい。
(203) Ibid., pp. 253257. 以前中央衛生委員会は, 1848年の汚物除去及び疾病予防に基づき,
医療担当委員を追加任命した。その地位に就いたのは, サウスウッド・スミス (Thomas
Southwood Smith) である。したがって, Ｊ.サイモンは1855年に, この職を引き継いだこ
とになる。Ｊ.サイモンは, シティの医務官からの任命である。Ｊ.サイモン研究者である
ロイストン・ランバートは, 横柄なチャドウィックと気転・思慮深さ・説得力のＪ.サイ
モンという対比を行っている。R. Lambert, Simon, pp. 13942. 拙稿の文献紹介「Ａ.ブラ
ンデージ (ANTHONY BRUNDAGE)『イギリスのプロシア的大臣』(下) Ｅ.チャドウィッ
クと政府の発達をめぐる政治 183254年 」関西学院大学法政学会 『法と政治』第44
巻第１号288～89頁も参照。
(204) R. Lambert, Simon, p. 242.
(205) Hansard, cli, col. 1282, July 12, 1858.
(206) 教育委員会の設立は, 制定法によるものではなく, そのため, 制定法上の権限はない
が, 枢密院令 (Privy Council Order) に因って, 当該委員会は, インスペクター任命権を
有し, 議会の予算承認を経て, 学校に国庫補助金を付与することが出来た。つまり, 査察
と国庫補助金による地方当局をコントロールする有効な手段を持っていたということであ
る。D. Roberts, Victorian Origins of the British Welfare State, pp. 114115. この点につき,
注(60)を参照されたい。
(207) O. MacDonagh, Early Victorian Government 18301870, 1977, p. 152.
(208) R. Lambert, Simon, p. 271.
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(210) 種痘制度の進展については, 拙稿「公衆衛生改革（18541875年）の特質」関西学院












General Council of Medical Education and Registration) (R.Lambert,Simon, pp. 4656) を設
立し, その内部を三つに支部機構化した。登録は, イングランド・ウェールズ, スコット






(212) 1868年に至る過去50年間に, 地方税は, 800万ポンドから1，600万ポンドに増加した。
この増加分800万ポンドの内, 200万ポンドは, 救貧税（都市的でもあり農村的でもある),
500万ポンドは, 都市改良に関する税, 100万ポンドは, カウンティ税, 公道税, カウンティ
警察税（農村的）における増加分である。そして, 800万ポンドの内, 650万は, 都市部に
関連していた。同期間における不動産賃貸価格は, 約170％増大し, 課税価格 (the ratable
value) の増大は, 約150％であった。この課税価格の増大の最大部分は, 工業的及び首都
部カウンティに負うている。特にランカシャー, ダラム, ミドルセックス, サリー, スタ
フォード, ウェストライディング, ケントの増大は著しかった。ただ, これらのカウンティ
は, 課税価格の著しい増加にかかわらず, その増加の割合以上に地方税を負担していた。
農村部のカウンティでは, 課税価格の増加率は, 地方税増加率を上回っていた。各種不動





るが, 救貧税は元々世襲的負担をなしており, 常に重かったが, 次第にその一部を他の財
産に移すことにより軽減された。地方経費の増大は, 農村部ではなく都市により, 担われ
てきている。これにより, 農村部と都市部とを包括した全行政制度の検討を主張した。G.
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第２節 地方自治庁 (The Local Government Board) の成立
救貧改革と公衆衛生改革の「組織的統合」






























る権限を「地方衛生委員会」(通常タウンカウンシル (Town Council) か改善
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王立衛生調査委員会は, 1869年 4 月から, (１）疾病の症例・原因に関する
調査・記録の方式, (２）検屍（検屍法廷でなされる死因調査）や他の法医学
的調査の方式, とくに, 科学的検証の方法, (３）衛生立法の実施状況, とく
に疾病予防に対する科学的, 医学的助言の方式, そして術生及び法医学上の諸
目的遂行にとって最も適切な地域の広さ, (４）衛生行政組織及び衛生職員の




























（６）衛生部局は, この中央当局の中で, 行動において, 救貧部局と同等でな
ければならない。
















































































この勧告に従って, 地方自治庁法 (The Local Government Board Act, 34 & 35




(213) O. MacDonagh, op. cit., p. 156.
(214) 内容の概要については拙稿「公衆衛生改革（18541875年）の特質」56～58頁。
(215) 1867年に地方自治法担当局は, 49条に基づいて13の地方を調査した。1868年には22,
1869年には22, 1870年には 8カ所であった。内務大臣になされた申し立ては, 個人, 納税
者の集団, ガーディアン (地方救貧法委員会), 枢密院の医務局からであった。地方自治
担当局は, 49条を適用する場合,「慎重」に手続きをとった。49条を適用した最初の事例
は, 十分な下水道を敷設しなかったサフォーク (Suffolk) の小さな村 Wetheringsett 教区
会であった。地方自治法担当局インスペクターのＲ.モーガンは, この地域で17戸の住居
からの排水が流れ込む濠を上水道の水源としていることを発見し, 地方当局の怠慢を確認
した。内務大臣は, 教区会に適切な措置を講ずるよう命じたが, 教区会は, これを拒否し
た。モーガンは, 更に二度以上にわたって, インスペクションを行い, 遂に内務大臣はイ
プスウィッチのバーンズという人物に工事遂行を命じ, 工事を完成した。他の事例でも中
央当局は, 49条の適用に忍耐を示した。R. M. Gutchen, “Local Improvement and
Centralization in Nineteenth-century England,” Historical Journal, vi (1961), pp. 923.
(216) 衛生行政システムの（1), （2), （3）の説明には, C. Bellamy, Administering central-















(Registrar of Birth, Death and Marriages)
中央登録
1836年出生・死亡・結婚登録法
(217) 拙稿「1888年のイギリス地方政府法の成立過程」194頁, 註 (４)参照。
(218) 前述した代執行について, 主として地方の事業に関する起債承認と地方当局の管轄区
域の再編に公開の審問を行ったのである。C. Bellamy, Administering central-local relations, p
113.
(219) 拙稿,「1888年のイギリス地方政府法の成立過程｣, 196頁。
(220) C. Cook & B. Keith, British Historical Facts 18301900, Reprinted. 1984, p. 140. (The elec-
tion result is based upon in figures in the Constitutional Yearbook, 1886)
(221) R. Lambert, Simon, p. 503.
(222) J. Simon, op. cit., pp. 3245.
(223) Second Report of Royal Sanitary Commission, 1871, I, pp. 2022. (IUP SERIES OF
BRITISH PARLIAMENTARY PAPERS, HEALTH 10. を利用した｡) (以下 Second Report of
Sanitary と略記する｡）
(224) 勧告（1)～(10）については, Second Report of Sanitary, pp. 236, pp. 2936, p. 55.
(225) 地方自治庁は, 地方自治に関するすべての職務を管轄する行政組織とはいえないが,
他の行政組織が羨むほど救貧法, 公衆衛生法, 更に警察, 道路, 初等教育等に関する諸権
限を有し, 少なくとも上述の職能に関する査察と会計監査を行う一級の行政組織とされた。
依然として Board の名称の行政組織で, ministry の名称を冠する組織となるのは, 1919
年の地方自治庁から保健省 (the Ministry of Health) に移行した時である。S. & B. Webb,
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商務院のアルカリ工場等担当部局
(Water and Alkali branches of the Board of Trade)
(医師の規制･ニューサンスの除去)

































































































































































































































































経由するシステムを展開させ, しかも, 事務局長は, 事務（書記）部門により
サポートされ, 救貧法庁, 地方自治法庁, 内務省の衛生部門の事務を従来通り
継続的に遂行しつつ, これらの事務を事務局長に収斂されることになる。その
結果, 部門の統合がなされたのであるが, 下位の事務レヴェルでは殆ど統合は
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改革構想を打ち出している。このような構想が,「社会的背景たる出自や身分
に関係なく選ばれた専門家 (specialist) の資格ないし能力主義 (meritocracy)














として, 権威の二重構造化を紡ぎ出し, これによって, 新たな中央・地方関係
の構築, 更に言えば, 権威秩序体制及び統治機構の再編を「模索」した時期と
考えられるのである。
(226) R. Lambert, Simon, p. 518. 本来 1名の合同の事務局長には変則的に前職のフレミング
とＪ.ランバートが就任したが, 2 名体制は, フレミングの退職までの臨時措置であった。
C. Bellamy, Administering central-local relations, p. 157, fn. 34.
(227) Ibid., 119.
(228) Ibid., p. 117.
(229) Ibid.
(230) Ibid., p. 116.
(231) First Report of Royal Sanitary Commission,1869 (C. 4218) XXXII, List of Witnesses, p. 8.
(IUP SERIES OF BRITISH PARLIAMENTARY PAPERS, HEALTH 9. を利用した｡) 以下
First Report of Sanitary と略記する。Second Report of Sanitary, III, List of Witnesses, iii.
(232) First Report of Sanitary, evidence of J. Simon, Q. 1795.
(233) Ibid., Q. 1835.
(234) 拙稿「サー・エドウィン・チャドウィックと『統治機構再編構想』 伝統的権威秩
序に抗して」関西学院大学法政学会『法と政治』第44巻 1 号 1993年 50～51頁。
(235) O. MacDonagh, op. cit., p. 159. R. Lambart, J. Simon, p. 609, fn. 32.
(236) C. Bellamy, Administering central-local relations, p. 116.
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(239) C. Bellamy, Administering central-local relations, p. 124.
(240) Ibid., p. 123.
(241) Ibid., p. 144.
(242) 本稿の注(198)で指摘したように, 第一次グラッドストン内閣の救貧法庁長官のゴッセ
ン (George. Joachim. Goschen) (在任期間：1868年12月 9 日～71年 3 月10日）は, 内閣に
提出した地方税に関する報告書で, 政府に地方経費の増大の大部分が農村ではなく都市部
によって担われてきていることを指摘し, 地方税軽減と国庫補助金交付を要求する農業利
害関係者の論拠を否定している。G. J. Goschen, Report and Speeches on Local Taxation,
1872, p, 17, p. 19, p. 32, p. 34, pp. 5051グラッドストンは, この報告の主張に対し, 土地
保有権を巡る地主と借地農の関係改善という伝統的権威秩序の問題として捉え, ゴッセン
の見解を支持している。B. Keith-Lucas, The English Local Government Franchise, 1952, p.
103. 従って, ここでの「救済」は, 単に節約という合理的根拠に因るものではないとい
うことである。
(243) R. Lambert, Simon, p. 516.
(244) 金子, 前掲論文, 85頁。
(245) 拙稿「Ａ.ブランデージ (ANTHONY BRUNDAGE)『イギリスのプロシア的大臣』
(上) Ｅ.チャドウィックと政府の発達をめぐる政治 183254年 」関西学院大学法
政学会 『法と政治』第43巻第 3号248頁。
(246) 以下の地方自治庁の組織展開は, C. Bellamy, Administering central-local relations, p.
120.
(247) 論者は, 拙稿「サー・エドウィン・チャドウィックと『統治機構再編構想』 伝統
的権威秩序に抗して」関西学院大学法政学会『法と政治』第44巻 1 号1993年67～72頁で,
チャドウィックの「構想」を次のように論じた｡「彼が主張した衛生行政における中央当
局の職務は, 事業費の公平な分配, 現在及び将来の受益者の保護, 給排水システムの確定,
統合の際の補償額の決定といった「司法的職務」であるとして, 中央当局は, 枢密院の司
法委員会とされた。この委員会は, 一人の常任法律顧問を設置し, 委員の任命は, 法律顧
問の勧告によるものとされ, しかも彼の「勧告」に基づき委員会は, 行動すべきとされた。
法律顧問は, 地方が法律の適用を請願したり, 地方が提出した事業計画を承認したりする
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は, 事業着手にあたり, まず中央の測量院 (Board of Ordnance) が当該地方の測量を担当
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